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貿易依存と対外行動 (1959年-1968年)

- 因 果 分 析 の 試 み-

野 林 健

は じ め に

国際政治の基調が冷戦から緊張綬和へと移行

するにともない,｢相互依存｣1)(interdependence)

という言葉がしばしば用いられるようになった｡

この現象は研究,実際政治の場の如何を問わず

みられるが,本稿の目的は,政治指導のレトリ

ックとしてのみならず,学問的次元においても

多種多様な意味内容があたえ られ,まさにそれ

がゆえに,なにがしかの知的整序が実証研究と

の関連でつとに要請される｢相互依存｣なるもの

に光をあてることにある｡そこでは概念的 ･包

1) 相互依存に関する文献は多岐にわたる｡ここでは

本稿執筆に際し強い示唆を得たものに限って幾つか

あげておきたい｡Robert0.KeohaneandJoseph

S.Nye,PowerandlnterdependenceIWorld

PoliticsinTransition,1977;KlausKnorr,The

PowerofNations.･ThePoliticalEconomyof

InternationalRelations,1975;EdwardL.Morse,

ModernizationandikeTransformationofZn.

ternationalRelations,1976;RobertGilpin,

"EconomicInterdependenceandNationalSecu･

rltyinHistoricalPer8PeCtive,"inKlausKnorr

andFrankN.Tragereds.,EconomicIssuesand

Nalional Security,1977;Stanley Hoffmann,

PrimacyorWorldOrder.･AmericanForeign

Policy si72CetheCold War,1978,PartII;

MichaelHudson,GlobalFracture,1978;Albert

Fishlow,CarlosF,Dial,-Alejandro,RichardR.

Fagen and Roger Hansen,Rich and Poor

Naiionsi77theWorldEconomy,1978;Robert

括的志向とは逆に,きわめて限定された一組の

分析枠組みのもと,操作性が重視されるであろ

う｡すなわち,本稿で論ずる｢相互依存｣とは,経

済次元に即 したものであり,一国の対外貿易依

存度が,その国の対外政策 (政策価値 ･共同行

為志向･協調行動)にいかなる影響を及ぼすかが

検討される｡具体的にいえば,独立変数として

の貿易依存度の指標には輸出入総額の対 GNP
比率が,また,従属変数としての対外行動につ

いては,その最も基本的な次元ともいうべき(協

調一紛争)スケールが用いられる｡さらに,そ

こでの理論構成としては,上記二変数の関連と

L Rothstein,TheWeakintheWorldofthe

Strong,1977;MarshallA.Singer,WeakStates

in a World of Powers.･TheDynamicsof

lnte7･nationalRelationships,1972.Haywarda

Alker,"AMethodologyforDesignResearchon

Interdependence Alternatives," International

07-ganization,Vol.31,No.1(Winter,臥977)29-63;

Stepllen D.Krasner,"StatePowerand the

StructureoHnternationalTrade,"WorldPolitics,

Vol.28,No.3(April,1976),317-47.

川EEI侃 ｢世界不況の政治経済学｣ 日本国際政治学会

編 『国際経済の政治学』1978年｡島野卓爾 ｢国際相

互依存関係と国際協調の限界｣同上｡荒川弘著 『新

重商主義の時代』1977年｡船橋洋一著 『経済安全保

障論』1978年｡池本清 ｢国際経済体制論の一考察｣

『国民経済雑誌』(神戸大学),1978年2月号.池本

清 ｢国際政治経済関係変動の分析｣同上,1978年10

月号｡『国際社会における相互依存の構造分析』(世

界経済情報サービス),1977年O
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い うよりは,一国の対外行動にみられる政策価

値 (軍事的 ･非軍事的価値)と,他国との共同

行為をどれほどとるかという共同志向とを媒介

変数に導入 して,上記四変数間の因果関係が探

られる｡また分析手続きとしては上記四変数か

らなるパス ･ダイアグラム (図1を参照)のも

Ⅹ2 政策価値

｢貿易依存 ･対外行動モデル｣2)と呼ぼう一

一によって,より適切な分析がなされる｡

(2)貿易依存が対外行動に及ぼす因果経路のう

ち,最も重要なのは貿易依存- }政策価値

一- 共同志向- 対外行動である｡

(3)貿易依存が対外行動に及ぼす因果の経路な

図 1 パス･ダイアグラム

･- ◇ ‰ -

Ⅹ3回

と,貿易依存度を除 く三変数については対外行

動の36ヶ国比較のイヴェント･データが指標と

して用いられる｡以下,本稿の理論的枠組み,

操作モデル,データ ･セットを概観 したのち,

経験分析にはいってゆくが,本研究を誘導する

作業仮説ならびに設問は次のように要約されよ

う｡

(1)貿易依存と対外行動との関連はこの二変数

間の関係としてよりは,政策価値,共同志

を媒介変数とするモデル - これを 仮 に

2) このモデルを作製するにあたっては,幾つかの関

連モデル (たとえば以下の研究を参願)を競合させ,

各分析レベルの共通項を比較検討するなかで,より

幅の広い分析枠組みをつくり出してゆくことの方が

ただちにグランド･セオリーを志向するよりもはる

かに現実的な研究戦略であるとの筆者の考えが作用

している｡ 操作モデルについては以下を参照｡

JamesG.KeanandPatrick∫.McGowan,"Na･

tionalAttributesandForeignPolicyParticipa-

tionl.A PathAnalysis,"inPatrickJ.McGowan

ed.,SageInternationalYearbookof Foreign

Polic3)Studies,Vol.1,1973,219-52;NeilR.

Richardson,"TradeDependenceand Political

CooperationamongNations,"Ph.D.dissertation

(UniversityofMichigan,1974);R.D.Walleri,

"TIlePoliticalEconomyofInternationallnequa･

(症)因果経路1 Ⅹ1-Ⅹ4

･′ 2 Ⅹ1-,x2-Ⅹ4

〟 3 Ⅹ1-Ⅹ3-Ⅹ4

〝 4 Ⅹ1-x2-Ⅹ3-Ⅹ4

らびに我 々のモデルの説明力は,国家の属

性 (規模,政治体制,経済発展)および国

際政治の構造変容 (冷戦から緊張緩和への

移行)によってどのように変異するのか｡

Ⅰ経済的相互依存の諸相

相互依存とは読んで字の如 く, 自律なり孤立

を一方の極 とし,完全なる依存としての従属な

り隷属を他方の極 として,その中間領域を意味

する漠たる概念である3㌔ したがって議論ゐ出

lity:A TestofDependency Theory,"Ph.D.

dissertation(UniversityofHawaii,1976).以上は

操作モデルであるが,概念レベルのものとしては以

下のモデル論が特に重要である｡但しこれは我 の々

モデルよりもはるかに広い視野に立つ因果モデルで

あり,たとえば本稿のような振作モデルをどのよう

な形でそこに連結させるかということが今後の大き

な研究課題であるoStephenA.Salmorc,Margaret

G.Hermann,CharlesF.HermannandBarbara

G.Salmore,"Conclusion:TowardIntegratingthe

Perspectives,"inMauriceA.East,StephenA.

SalmoreandCharlesF.Hermann eds.,Why

Nations Act:7Theoretical Perspectivesfor

ComparativeForeignPolicyStudies,1977,191

-209.

3) 我 の々モデルは ｢従属理論｣を特に意識したもの



発点としては,主体問の結びつきの度合なり方

向性がまず問われなければならないであろう｡

すなわち,主体間に安定 した相互補完関係があ

るのか,それとも均衡を欠いたヒエラキカルな

構造があるのかということが,我々の第一の関

心とならざるを得ない｡我々はこの点に着目し

て,相互依存なるものを,それが断ち切 られる

ことの方が当事者相方にとって支払うべき代価

の大きい関係 (ケネス ･ウォルツ)4)と定義した

い｡いうまでもなく,このような関係は,今 日

の国際社会のなかで安全保障,経済,環境,文

化,資源,技術,情報といったいろいろな次元

でみい出すことができる｡そこでまず,匡L際政

治場裡での相互依存は,本来,多次元的な位相

を持つものであることをあらかじめ指摘 したう

えで,本稿の主題が経済次元に焦点を絞ったも

のであることをあきらかにしておきたい｡

さて,経済的相互依存に当面の課題を限定す

るとして,その実態はいかなるものであろうか｡

ここではきわめて巨視的な観点から以下の三点

(深海博明)5)を指摘 し,経済的次元においても

なお,我々がとりあげる貿易依存という変数自

体,幾つかの重要変数のなかの一つにすぎない

ことを指摘 しておきたい｡

さて,経済的相互依存はまず第-に地球大で

の貿易関係の拡大にみることができる｡従来の

代表的議論ともいうべきゾンバル ト法則 (製造

工業中心)によれば,各国の貿易依存は長期的

には低落傾向を示すものとされるが,実際には,

先進工業諸国はいうにおよはず,社会主義諸国

ではないが,それとの関連で国家属性や国際シス

テムの構造という観点を我 の々枠組みに導入するこ

とは可能である｡従属理論と我 の々如き,きわめて

一般的な相互依存モデルとのあいだの概念定義,操

作化等に関する問題については,以下を参周oJames

A.Caporaso,"Introduction:Dependenceand

DependencyintheGlobalSystem,"International

07･ganization,Vol.32,No.2(Winter,1978),1-

12;JamesA.Caporaso,"Dependence,Dependency,

andPowerintheGlobalSystem:A Structural

andBehavioralAnalysis,"ibid"13-43.

11

においても,その一般的増大傾向は明らかであ

る｡もとより,各国の実態はその国の地政学的

要因,経済 ･産業構造などによって異なるが,

少なくとも一般的傾向としての貿易依存の増大

は否定 し得ない｡

第二は,生産要素 (人的資源,資本,技術な

ど)の移動の増大傾向である｡技術の転位や先ヽ
進工巣諸国に流入する労働力,多国籍企業に代

表される直接投資行軌 国際金融市場の不安定

化を促進する短期資本移動など,その例は枚挙

にいとまがない｡

第三は,各国がとる経済政策面における相互

依存の増大である｡国際経済 ･金融のネットワ

ークが深まるにつれ,たとえ一国が独自に経済

政策を立案しても,それを効果的に実施 してゆ

く可能性は低下 してゆくであろうOつまり,一

国の経済政策の内容とその効果は,外からの刺

激 (国際的要因)に拘束されてゆく傾向が強ま

るということである｡そこでは,従来,一応の

前提として受け入れられてきた国家経済の相対

的自律性は低下 し,国内経済問題は対外政治化

され,また,国際経済問題も国内政治過程に連

動してゆく傾向が顕著である.

このような経済的相互依存の深まりは,政府

間交流を超えた多元的交流チャネルの増大,質

事的安全保障に対外政策のプライオ リティを置

く階層的争点構造の崩壊,国際関係力学の中核

としての軍事力の存在意義の相対的減少という,

より広い匡l際政治の構造変容と密接にかかわっ

ていることはいうまでもない6)0

4) ケネス N.ウォルツ ｢国家間の相互依存という神

話｣C.P.キンドルバーガー編 『多国籍企業』209-

228頁. 〔TheInternationalCorporation.lA

Symposium,1970,205-23.〕

5) 深海博明 ｢国際経済の相互依存と国民国家｣池本

清･深海博明･松永嘉夫･矢野恵二者 『国際経済入

門』1978年,32-36貢｡以下の文献をも参照のこと｡

通商産業省編 『通商白書』1976年版,4141貢(第一

部第一章 ｢国際的相互依存関係の進展｣).荒川,節

掲書,3120頁｡JoanEdelmanSpero,7ThePolitics

ofInternationalEconomicRelaiion5,1977,Part
I& ⅠⅠ.

6) KeohaneandNye,op.cit.,24-29.
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このように,本稿でとりあげる貿易依存とい

う視角は,限定つきながらも,菖わめて重要な

経済的相互依存の-指標と考えられる｡ したが

って,貿易依存が一国の対外行動, とりわけ,

く協調一紛争)という基本的行動次元にどのよ

うに関連するかという我々の問いは,少なくと

も巨視的な観点から,またさらには基礎的な研

究作業がつとに要請される現時点において,き

わめて興味深いものといえよう｡いま,本研究

を誘導する理論構成を要約すれば,以下のとお

りである｡

(1)貿易依存度の高い国ほど,その対外政策は

国際環境からの刺激に敏感である｡

(2)貿易依存度の高い国ほど,国際問題に対す

る対応能力は低下する｡

(3)当該国の対外政策はその対外経済依存の強

さのゆえに,非軍事的価値 (経済 ･文化交

流など)をめぐる国際的価値配分 (問題解

決)に強く関与したものとなる｡

(4)非軍事的価値に強く関与する国 (貿易依存

度の高い国)ほど,その対外政策目標を達

成するために,国際主体との共同問題解決

を志向する｡

(5)多角的な場での問題解決を志向する国ほど,

その対外行動は協調的となる｡

このように,本稿でいう貿易依存とは,対外的

インパクト (国際環境からの刺激)に対して敏

感であるということ (感受性)のみならず,国

際環境からのインパクトに対 して持つ当該国の

対応能力 (問題解決能力)の如何,つまりいい

かえれば脆弱性の観点をも合意したところのも

のである7)O 問題は,貿易依存という視角がは

たしてそれにふさわしい指標たりうるかという

ことであるが,この点について次に考えてみた

7)Zbid.,ll-19;Clark A.Murdock,"Economic

FactorsasObjectsofSecurity:Economics,Secu-

rityandVulnerability,"inKnorrandTrager,

op.cit" 67-98; Charles P.Kindleberger,

PowerandMoney:ThePoliticsofZnternatio-

nalEconomicsand ikeEconomicsofZnter1

72aiionalPolitics,1970.

い｡

Ⅱ 貿易依存 ･対外行動の因果モデル

く貿易依存〉

本稿でいう貿易依存度の指標には輸出入総額

の対 GNP比率が用いられるが,これ自体きわ

めて限られた視角であることはすでに述べた｡

貿易依存度を問題とする場合,少なくとも輸出

入における商品特化率,取引相手国の特化率,

あるいはまた,天然資源,食糧など,当該国が

死活的利害を持つ戦略品目についての対外依存

皮,市場へのアクセスの難易度や安定度などが

問題とされる｡またさらに,当該国が貿易関係

の悪化なり途絶に直面 した場合,それをどれだ

けうまく乗り切れるかという対応能力 (代替物

を創出しうる能力,備蓄などをとおして外圧を

やわらげる即時対応能力,産業構造の調整を低

コス トでなしうる調整能力など)ち,考慮され

る必要がある8)｡ これらのもののうち,品目や

取引国の特化率は算出可能であるとしても,問

題はそれぞれの重要度を明確に示すことがはな

はだ困難な点である｡また産業構造や貿易構造

などを転換してゆく能力などもきわめて重要な

視角ではあるが,体系的に測定することはきわ

めて困難である｡もとより,貿易依存ひいては

政治 ･経済次元を包摂 した,より高次の相互依

存スケールをつくり出すということ自体,大き

な研究課題であることはいうまでもないが,筆

者の力の及ぶところではない｡したがって本稿

では,貿易依存についての最も一般的な指標と

もいうべき対 GNP比率を用いることにした｡

このことは確かに議論の精撤化に問蓮を残すが,

その一方で,従来 の議論 との比較が可能とな

り,また,より洗練された知見を蓄積してゆく

際の基礎情報を提供するという積極的な意味も

ある｡とまれ,われわれの指標自体,垂わめ

てマクロなものであることを再度明らかにして

おきたい9)O なお貿易依存度の36ヶ国データ

8)Murdock,op.cit.,75-78.船橋,前掲書,第二

部第二章｡



紘,アーサー･バ ンクスの Cross･NationalTime

Series:1815-1973〔ICPSR〕か ら作製 した10)0

(政策価値)

この変数および残る二つの変数は我 々のパス

･ダイアグラムにおける内生変数であるが,そ

のデータ源は一つである｡そこでまずは じめに

このデータ ･セ ットについて概観 し,そのあと

個別的な説明にはいってゆきたい｡

我 々が用いるデータ ･セ ッ トは ｢諸国家のイ

ヴェン トについての比較研究｣11)(Comparative

ResearchontheEventsofNations)である｡

このデータ ･セ ッ トは1970年代初頭よりジェー

ムズ ･ロズノウ,チャルズ ･ハーマンを中心 と

したグループによって着手され,現在 も進行中

のものである｡ このデータ ･セ ット (以下,英

語名のイニシャルをとり CREON データと呼

9) この指標に関する問題点等 については以下を参

照｡嘉治元郎 ｢国際経済関係の理論｣今井賢一 ･新

開陽一編 『国際緊張と対外政策』1978年,84-85頁｡

船橋, 前掲書,215-258貢｡ Murdock,op.cit.,

81-92. RobertD.Tollison and ThomasD.

Willett了 ÌnternationalIntegrationandthelnter-

dependenceofEconomicVariables,"Znternati-

na1Organization,Vol.27,No.2(Spring,1975)

255-71;KarlW .Deutschand AlexanderEc-

kstein, "National Industrialization and thl∋

DecliningShareoftheInternationalEconomic

Sector,1850-1959,"WorldPolitics,Vol.26,No.1

(October,1973),1-27. なお,以下の文献は多くの

変数をとりあげており,指標作製のための豊富な情

報を掲供してくれる｡ただし,良質の指標作製を意

図すればするはどデータ収集が可能な国には限りが

あろうから,多くの国を分析しようとすればするほ

ど,そこでの指標はたとえば,我 の々とりあげた対

GNP比率といったおおまかなものにならざるを得

ないであろう｡ 参照,U.S.DepartmentofCom-

merce,DePe/ldenceof thetTnited Stateson

EssentialMateri:zls,Year2000IAStudyfor

theUnitedStatesNaり′Project2000,April

1974.および同 じシ1)-ズの西ヨーロッパ ･日本

(February1977)およびソビエト(September1977)

についてのもの｡
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ぶ)の主たる特徴は,(1)国家を分析の単位 とし

ており,国際機関や非政府アクターは,国家の

対外行動のターゲ ットとしてとらえ られている

こと,(2)期間は1959年か ら68年の10年間である

こと,(3)イヴェン トの情報源 としてはDeadline

DataonWorldAHairS を用いていること,

(4)信頼性のチェックとしては コーダー間のそれ

ではな く, カテゴ リー間の一致係数 (クリッペ

ン ドル フ係数)12)を用いていること,(5)デ ー タ

･セ ットには分析対象国について並列的にデー

タ収集されたモナデ ィック ･データと,各国の

相互作用次元 に着 目したダイアディック ･デー

タがあること,などが挙げられる13㌔ CREON

データの詳細 については,すでに公刊されてい

るハン ド ･ブ ック類 にゆ ず り, こ こで は,

10) ただしGNP(国民総生産)についてのデータが

入手不可能な場合 (東 ドイツ,ポーランド,チェコ

スログァキア)にはGDP(国内給生産)を用いた｡

ll) その概要は以下によって知ることができる｡

CharlesF.Hermannetal.,CREONIAForeign

及′entsDataSet,SageProfessionalPaper(02-

024),1973.ただしその後追加された国,変数等を

含んだデータ･セットのコード･ブック,マニュ

アル類はオハイオ州立大学マーション ･センター

(MershonCenter,OhioStateUniversity)にて入

手可能である｡

12)F.K KrippendorlL,"ReliabilityofRecoding

Instructions:MultivariateAgreementforNomi･

nalData,"BehavioralScience16(1971),228-35.

13) ここで付言すべき点は対象国の抽出は厳密なラ

ンダム･サンプリングではないこと (ロズノウの

国家属性モデルにもとづいている)である｡また,

期間については通年ではなく, ランダム･サンプリ

ングにもとづき各年3ケ月間がデータ収集の対象と

されている｡現在のところ CREON データは最大

38ヶ国を対象としているが,ここでは独立年次に伴

なうデータ不足の問題を避けるためケニアとザンビ

アを除外した.データの性格については以下を参殿

のこと｡Hermannetal.,op.C九,20-31. ロズノ

ウのモデルについては以下を参照,JamesN.Ro･

senau,"Pre-theoriesandTheoriesofForeign

Policy,"inR･BarryFarrelled.,Approachesto

ComparativeandInternationalPolitics,1966,
27-91.
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CREON データひいてはこの種のデー タ ･セ

ットの最も基本的な分析ユニットである ｢イヴ

ェント｣そのものについて説明するにとどめる
14)0

CREON データでいう ｢イヴェント(事件)｣

とは,国家の公的政策決定者によって下された

決定を外部の観察者が推測する際に,それをで

きるだけ体系的に整序すべく記号化された情報

である｡ したがってそれは,実際の決定なり行

動と同義の ものではない｡それはあくまでも

人為的に抽出された国家の対外行動に関する情

報であり,外交文書などの公開がなされていな

い場合,あるいは断片的にしか入手可能ではな

い場合に,いわば次善の策として用いられるこ

とが多い｡その分析手続きはニュース ･メディ

アにあらわれた情報の内容分析であるが,その

際には,多様な意味づけが可能な ｢イヴェント｣
デ イスクl)-I

をできるげけ離 散させ,より信頼性の高い情

報の抽出が意図される｡そこでは,｢行為主体｣,

｢行為｣, その行為がむけられている ｢直接対

象主体｣(もろもろの国際主体),当該の行為に

14)Hermanneialリ 0?.cit.,10-20. イヴェント･

データに関する方法論については以下を参周.

EdwardE.Azar,RichardA.BrodyandCharles

McClellandeds.,ZniernaiionalEventsInteraction

AnalysisISomeResearchConsiderations,1972;

Edward E.AzarandD.Ben-Dakeds.,Inier･

nationalEvents,1973.

CREON データ･セットは現在 (6版,1977年),

12,710のイヴェントから構成されているが,全イヴ

ェントのうち6,621は DeadlineDataonWorld

AHairsが直接収集したもの,残りの6,089は各国の

マス･メディアから抽出されている｡そのソースは

60を越えるが,以下に,百以上のイヴェントが抽出

されているものだけを挙げておく｡ニューヨーク･

タイムズ (2,261),タイムズ 〔ロンドン〕 (780),エ

コノミスト〔ロンドン〕(447),クリスチャン･サイ

エンス･モニター (403), ル･モンド(385),ニュ

ーヨーク･ヘラルド･トリビューン (294),ワシン

トン･ポスト(282),マンチェスター･ガーディア

ン (202),ロサンジェルス･タイムズ (139),ボル

チモア･サン (123)｡

直接明示されてはいなくとも,行為主体がみず

からの行為をとおしてなんらかの意図を伝達し

たいと考える対象つまり ｢間接主体｣が,イヴ

ェゾ トを構成する主要素とされる｡そして変数

ごとのコーディング ･システムによって, ｢ど

の国がいかなる国際主体 (ターゲット)にいか

なる行為に及び,かつ,いかなる国際主体 (オ

ブジェク ト)に影響力を行使 しようとしたか｣

についての情報がもたらされる｡CREONデー

タにはこの種のイヴェントが約13,000含まれ,

それ らが約200の変数について記号化されてお

り,きわめて大規模な対外政策研究のデータ･

セットとなっている (国別のイヴェント数につ

いては稿末の附表を参照)｡以下, このデータ

･セットにもとづ く三つの変数にについて概観

する｡

さて,我々のパス ･ダイアグラムにおける第

一の媒介変数は,一国の対外政策が国際政治場

裡においてどのような価値の配分に強くかかわ

っているかに関連する15㌔ 当該国の対外政策は

一体どのような価値をめぐる問題解決行動であ

るか,つまり換言すれば当該国が関与する争点

の内容如何 (争点領域)が問われている｡GRE

ONデータでは く軍事 ･安全保障)く経済)(普

敬 ･地位)く福祉)(啓蒙)の五つのカテゴリー

が設けられているが,我々は第-のカテゴ))-

を く軍事的価値)に,そして残る四カテゴリー

を (非軍事的価値〉に-托 し,仝イヴェントに

おける (非軍事的価値)の割合を指標に用いる

ことにした｡なぜなら第-のカテゴリーは自国

の独立と安全をめぐる軍事価値と等価である一

方で,第二-五のカテゴリーはそれぞれ,経済

的福祉,国際社会における威信,人道的価値,

文化交流価値といった非軍事的価値にかかわっ

ているからである｡ これを-指 して, 国家存

立の最も根源的な対外政策価値- 軍事 ･安全

保障- と対比させることによ って, 当該国

15) CharlesF.Hermannand RogerA.Coate,

"SubstantiveProblemAreas,"MershonCenter,

OhioStateUniversity,1977.



の コミットする政策価値なり争点の基本的な性

格をうかがい知ることができる｡

さて, この変数 と独立変数である貿易依存度

との関連であるが,我 々の仮説では,貿易依存

度が高いほど,その国の対外政策に占める非軍

事的価値の割合は高いとされる｡ このことは一

見常識論にみえるかも知れないが,重商主義的

な見方か らすると,次のような別のシナ リオも

考え られる｡つまり,貿易依存度が高い国は,

その国の国際経済 ･通商関係が安定 している限

りにおいて,軍事的価値にコミットする傾向は

強 くないとしても,ひとたび国際経済 ･通商環

境が悪化するならば,次第に軍事的価値-の傾

斜を強め,市場争奪をめ ぐる,より先鋭な紛争

行動にむかう, というシナ リオである｡ このよ

うな,いわば経済ナショナ リズムにうながされ

た対外行動の噴出は,たとえば1930年代のブロ

ック経済への遺す じにみてとれる16)｡ しか し当

16) 現代の重商主義 (いわゆる新重商主義)を国際政

治という文脈からとらえると ｢ナショナルな経済的

政治的目標も グローバルな経済効率への配慮より

優先させる｣各国政府の動きと,それを支える行動

規範ということになろうO荒川,前掲書,26頁O参

照,RobertGilpin,"ThreeModelsoftheFu-

ture,"InternationalOrganization,Vol.29,No.1

(Winter,1975),45-48.

我 の々｢貿易依存 ･対外行動モデル｣は経済的相互

依存のポジティブな影響に着目したものである (つ

まり単純化していえば当該のパス･ダイアグラムに

おける変数間関係はすべて正の関係としてとらえら

れている)｡ いうまでもなく,その裏がえしのモデ

ルとして位置づけられるのが重商主義モデルである

が,たとえば,これについてのより詳しいシナリオ

は以下の川田侃の叙述にうかがえる｡

｢両大戦間期において主要工業諸国間での経済的

対立,とくに通商政策上の保護主義の復活と強化は,

すでに20年代において ｢関税戦争｣とよばれたほど

にあらわに具現したが,1929-32年の大恐慌を迎え

るに及んで全面的な ｢経済戦争｣に激化 していっ

た｡ 主要工業諸国間の通商政策の対立に対 して,

1933年の世界経済会議 (いわゆる ｢ロンドン通貨経

済会議｣) をはじめ, 大小幾多の国際会議による打

15

時と比較 して,はるかに相互依存への認識が深

まり,また過去の教訓をふまえた制度的保障 (ブ

レ トン ･ウ ッズ体制など)も機能 していた 1959

-68年 の時期をとってみれば, この重商主 義

的シナ リオは少なか らず説得力を欠 くと考え ら

れる｡ もとより我 々は潜在的可能性 としての重

商主義モデルを否定するものではないが,我 々

のモデルにおいては,軍事的安全保障を核とし

た争点 ヒエラル ヒ-の崩壊を相互依存の一大特

質 とする観点か ら,貿易依存度の増大-非軍事

開対策が試みられたが,いずれも徒労に終り, しか

もこれらの試みの失敗は国際非協調の気運をますま

す増大させ,各国の孤立的封鎖的貿易対策をより一

層強化させ,通商戦をさらに激化させる結果となっ

た｡(中略)

30年代の通商政策にみられる他の重要な特徴は,

外国貿易における行政権の介入の増大であった｡そ

の初期的段階の表現は,関税独裁権が多くの国で認

められたことで,その結果議会の承認を経ずに行政

行為により関税が設定 ･変更されることが多くなっ

たが,やがてこのような傾向は国内経済の統制と関

連して,外国貿易の国家管理の強化へと進んだ｡

(中略)

このような外国貿易の国家管理の強化は,各国の

通商政策のはげしい対立のなかで,必然的に新しい

経済理念,すなわち ｢アウタルキー｣の思想に導い

たC ドイツの36年の4カ年計画はまさにその具体的

表現であった｡このアウタルキーの思想と表裏をな

すものがいわゆる ｢広域経済｣ (Grossraumwirts-

chaft)の思想であり,これは緊密な関係にある国民

経済間で一つの相互依存的な経済圏を組織すること

を意味したが,実質的には主要工業国が弱小諸国を

その勢力下にある経済圏に従属させ,圏内において

自国の原料獲得市場,商品販売市場および資本輸出

市場を確保しようとするものであった｡ したがって

それは排他性をもつと同時に,対外的拡大への衝動

を内部にはらむものであった｡このような経済圏の

樹立を志向する主要工業諸国の通商政策は,30年代

後半の国際的緊張のなかで,潜在的な戦争力の増加

の手段として追求されるようにさえなるとともに,

第二次大戦の勃発を前にして増大する政治的不安の

なかで,封鎖的敵対的色彩をますます濃くしていっ

たのである｡｣(川田,前掲論文,2-3頁｡)
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的価値の増大 (政策価値の拡散化)という仮説

が採用される｡

(共同志向)

さて第二の媒介変数では,一国の政策イニシ

ャチブの積極性如何と,そこにみられる他の国

際主体 個 家 ･国際機関など)との連携如何と

がとりあげ られ る17)｡ CREONデータには

く当該のイヴェントがその国によるイニシャチ

ブによるものか,それとも他の行為主体への反

応か)と, くその国の単独行為か,それとも,
ジ?イシト.7クシヨン

他のアクターとの共 同行 為 か〉という二つの

変数が含まれている｡我々は以上の二変数を組

み合せ,新たに四つのカテゴリーをつくった｡

これらの四カテゴリー,つまり (単独 ･主導)

(単独 ･反応)く多角 ･主導)(多角 ･反応)にそ

ぞれ 1,2,3,4の数値を与え,各国の平均ス

コアを共同志向度としたO したがって,このス

ケールの値が高い国ほど,他の行為主体との共

同志向が強いことになる｡我々のモデルに横た

わる仮説とは,非軍事的価値を政策の核とする

国ほど,そうではない国にくらべて他の国際主

体との共同志向を強める,というものである｡

ここで留意すべきことの-つは,共同志向そ

のものは軍事的価値とも結びつく可能性をもつ

という点である｡自国の軍事 ･安全保障に強い

脅威を感 じる国が,より強力な国なり陣営の勢

力圏にはいり,その盟主の対外政策に沿って行

動 してゆく場合がその一例である｡また,重商

主義的観点に即して考えるならば,貿易依存度

の高い国が軍事 ･安全保障を対外政策の中核的

価値とし,ひいてはそれが当該国の単独行為志

向 ･非協調行動を強めてゆく,というシナリオ

も考えられる｡このように,理論的には幾通り

ものシナリオが考えられるが,高次の相互依存,

とりわけ経済的な相互依存が地球大の広がりを

･持つに至った時期を対象とする我々の研究では,

高い貿易依存度-非軍事的価値-共同志向とい

うシナリオが最も作業仮説として有効性が高い

17) 参偲,MargaretG.Hermann,"Independence/

InterdependenceofAction,"rMershon Center,

OhioStateUniversity,1977.

と考えられる｡このことは特に,貿易,生産要

素などにおける相互依存の深化が,各国の経済

諸政策の自律性を低下させるがゆえに,各国間

の緊密な協議が一層重視されるということに関

連する｡つまり俗な表現をすれば, どの国 も

(あるいは大国といえども),自己の国益のみを

主張するわけにはゆかなくなったという匡l際政

治力学上の変化が,その背後にあるということ

である｡

(協調行動)

さて,我々のパス ･ダイアグラムで従属変数

とされているのは, く協調-紛争)という次元

である18)｡この視角は,国際政治学の基本的な

関心が戦争と平和にむけられていることからす

れば,いわば最も包括的かつ基本的な対外行動

次元といえるO このことを反映して,従来から

概念レベル,操作レベルの両面で多くの研究が

なされてきたが,同時に,一義的なスケールが

確立されていないことも事実である｡実際,そ

こに合意されるものの多義性と指標作製の際の

情報源の多様性からみて,恐 らく近い将来,万

人に承認されうるスケールが生み出されるとは

考えられない｡ とまれ我々が用いる CREON

データでは,以下にのべる二変数を合成して協

諏皮が指標化されているO-つは,各イヴェン

トにみられる友好度についての五段階順序尺度

である｡そしてもう一つは,自己の行為が相手

国にどのように認知されるかという行為主体の

判断,つまりいいかえれば自国の行為について

のセルフ ･イメージに着目したものである｡そ

こではポジティブ/ニュー トラル/ネガティブ

の各イメージを順序化し,さきの五段階尺度と

の一元化がはかられているo

さきにもふれたように,協調慶なり友好度に

ついてのスケールはすでに幾つかあるが,CRE
ONデータでは,当該国の行為が周囲にいかに

認知されたかという観点に加えて,当該国のセ

ルフ ･イメージをも組み込んだところに特色が

18)GeraldL.Hutchins,"Affect,"MershonCenter,

OhioStateUniversity,1977.



あるといえよう｡このような二つの視角はそも

そも異なった次元であるとの議論もありえよう

が,ここでは一国の対外協調度は他者による認

知と自己のそれとの合力とみなす立場から,そ

の合成値が用いられるO

ところで,我々の協調度指標についてもうー

っ付け加えることがある｡すでに述べたように,

イヴェントには直接対象国 (ターゲット)と間

接対象国 (オブジェクト)とが区別されている

が,我々の指標には両者の平均を用いることに

した｡両者を別個に,あるいは両者になんらか

の異なる重みづけをするといった方法も考えら

れるが, ここではそれらが今後の各論的課題で

あることだけを指摘するにとどめる｡

以上が我々の用いる四つの指標の概観である｡

なお,指標作製に用いた二つのデータ･セット

はともにICPSR をとおして利用可能である｡

Ⅲ 分 析

我々はこれより一連の実証分析を開始するが,

それを誘導する視座は,(1)分析対象期間の性格

づけ(国際政治 ･経済史的文脈),(2)国家属性論

を導入することの意義,(3)モデル特定化の妥当

悼,の三点に関連する｡以下,まず分析対象期

間の問題をとりあげ,論を進めよう｡

すでに再々述べたように,我々の手元にある

データ･セットは1959年から68年にいたる10年

間を対象としたものである｡したがって,これ

以外の時期との比較分析はデータ･セットの拡

張を待つ以外に方法はない｡そこで当面の問題

は,この10年間という時期が国際政治 ･経済の

史的文脈のなかでいかなる位相を持つかという

ことであり,またさらには,この10年間という

19)WEIS(WorldEvent/InteractionSurvey)は名

義尺度による分類の代表的なものであるが,重みづ

けをしたスケール化については以下を参鳳｡

EdwardE.AzarandThomasJ.Sloan,Dimen-

sionsofZnteraction:SourceBookfortheStudy

of theBehaviorof 31NationsFrom 1948

7Through1978,1975.WEISについては Azar,

BrodyandMcCleliand,op.cii.を参照のこと｡

17

所与としての時期のなかで,我々の関心を呼ぶ

ようなあらたな時期区分を設定し,より微視的

な実証分析をなし得ないかということである｡

まずはじめに,この時期 (10年間)の位置づけ

ということであるが,第二次大戦後の世界経済

を四段階に区分した深海博明の見解をとりあげ

たい｡そこでは1959年から68年にいたる時期は

第三段階に位置づけられるが,それはつづく第

四段階,すなわち ｢1970年代に入って以降の,

とくに73年10月の第四次中東戦争を契機として

発生した石油危機以降の世界経済の転期｣20)の

前段階として位置づけられている｡以下,第一

から第四の段階についての深海の言葉を引用し

よう｡

｢戦後現在に至る世界経済の大きな展開 ･発

展を大月旦にかつ大きく整理してみれば,次のよ

うな段階区分が可能であろう｡

まず第一段階は,1945年から50年ないし51年

(朝鮮戦争の開始ないし終了期)に至る世界経

済の戦後の混乱 ･復興期である｡

第二段階は,1958年に至る世界経済の正常化

の期間であり,北側先進国を中心とする直接統

制の除去といった第一次自由化が58年にはほぼ

完了し,経済活動等の戦前水準-の復帰もまた

行なわれたのであり,いわゆる戦後期がここで

一応終了したといえよう｡

第三段階は,1958年から1970年代初めまでの

世界経済の新しい成長 ･発展期であり,欧州経

済共同体 EECに代表される地域経済統合ない

し地域経済協力も発展して,一つの基本的な潮

流となり,世界経済全体としての5%もの経済

成長が定着化し,北側先進国を中心に,豊かな

社会への期待が高まり,ゆるぎないものとなっ

ていった時期である｡ (中略)

第四段階は,1970年代に入って以降の,とく

に73年10月の第四次中東戦争を実機として発生

した石油危機以降の世界経済の大きな転換期で

あり,---第二次大戦後約30年 (-一世代)を

経て,世界経済は戦後の第二世代に入りつつあ

り,いわば第二世代問題の登場 ･幕開けと総括

20) 深海,前掲論文,5頁｡
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することができよう21㌔｣

以上の論点~が示すように,1959-68年とい

う時期を分析対象とするということは,第二段

階の戦後期の終了と70年代以降の第四段階との

あいだの成長 ･発展期をとりあげるということ

を意味する｡いいかえれば,我々の分析対象と

するこの時期は,経済的相互依存が拡大すると

ともに,それに続 く第四段階に顕在化する ｢通

商戦争｣-の危供や ｢新経済秩序｣の模索とい

った局面がいまだ希薄な,いわば相対的安定期

であったといえよう｡したがって第四段階を分

析対象とする場合には,その時期の動向にふさ

わしい理論構成が必要となる｡また,節-,罪

二段階を分析対象とする場合も,東西の冷戦構

造が当時の国際関係力学を拘束する主要因であ

ったと考えられることから,貿易依存と対外行

動の協調性を主題とする我々の視角自体,きわ

めてナイーブなものにすぎないことになろう.

つづいて,史的文脈に関する第二の設問とは,

59年から68年に至る10年間をひとつの時期とし

てのみとらえることが十分な説得力を持つか,

ということである｡実はこの時期は,国際政治

の流れからみれば冷戦の変容という視点から,

ひとまず二つの時期にわけることができると考

えられる22㌔ 1962年10月のキューバ ･ミサイル

危機,1963年8月の部分的核実験禁止条約の署

名といった事件が象徴するように,冷戦から緊

張援和への分岐点をそこに兄い出すことができ

るであろう去そこで我々はこの10年間を59年1

63年と64年-68年の二つの時期に分けて検討し

てみたい｡そこでの仮説とは,緊張緩和は後期

21) 同上｡川田,前掲論文, 4-14貢,荒川,前掲

書,3-20頁, 『通商白書』前掲,25-35頁をも参

照｡

22)時期区分に関して示唆を得た文献として特に以下

のものをあげておく｡ William A.Gamson and

AndreModigliani,tfntanglingtheColdWar:

AStrategyforTestingRivalTheories,1971;

MarshallI.Goldman,Detenteand Dollars.･

DoingBusinesswiththeSoviets,1975,Part1;

Spero,op.cit"Chap.10.

に一層進展したことをふまえて,我々のパス･

ダイアグラムはこの時期により一層の有効性を

発揮する,というものである｡

さて,第二の視座,つまり国家の属性につい

て論を進めよう｡周知のどとく,国家の属性が

対外行動にどのような影響を及ぼすかというこ

とは対外政策研究の中心的課題のひとつであり,

すでに多くの研究蓄積がある23)｡もとよりそれ

らは高度な一般性を備えた理論をいまだ生み出

してはいないが,今後とも各種の属性変数,モ

デルの開発をとおして追究していくことが望ま

しい.本稿においては国家の規模 (si2;e),政治

体制 (politicalaccountability),経済発展 (ec0-

momicdevelopment) という三つの属性に着日

して,相互依存下の対外行動の位相がいま少し

微視的に検討される｡

すでに述べたように,この属性類型はロズノ

ウの分析枠組みに端を発したものである｡ロズ

ノウは各属性を二分し,それらを三次元に組み

合わせたモデルを提唱しているが,本稿ではよ

り簡潔に,各次元を二分した計6つの国家属性

(規模の大 ･小,開放 ･閉鎖体制,経済発展の

高 ･低)が検討される24㌔ そこでの設問とは,

どの国家属性に我々のモデルが適合するかとい

うことであるが,その際には,10年間の期間と

23)概念 レベルでの議論についてはたとえば, Mau-

riceA.East,"NationalAttributesandForeign

Pohicy"inEastetalリeds.,op.cit.,123-142

を,また,数量分析の成果については以下を参照

のこと｡Stephen A.Salmore,"ForeignPolicy

andNationalAttributes:A Multi-variateAna-

lysis,"Ph.D.dissertation(PrincetonUniversity,

1972);MauriceA.EastandCharlesF.Hermann,

"DoNation･typesAccountforForeignPolicy

Behavior?"inJamesN.Rosenaued"Comparing

ForeignPolicy,1974,26813031

24)各属性にもとづく国家分類はそれぞれ人口,報道

の自由度 〔PICA:MeasuringWorldPressFree-

dom,byRalphLLowenstein,Freedom oflnfor-

mation Center,University ofMissouri,1966),

GNP/capitaによる (データは1963年のものを使

用)｡詳しくはPhilipM･Burgessetall,Global



ともに,前 ･後期についても検討される｡

最後に第三点について述べよう｡第三点は,

我 々のパス ･ダイアグラムがはた してうまく特

定化されているかを問うものである｡さきに述

べた二点はいわば各論であったが, このモデル

特定化についての論義はすべてのサブセ ットに

かかわる,いわば総論的議論である｡

さて,すでに再々述べたように,我 々の分析

Ⅹ2
Ⅹ1[車重司
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枠組みは四つの変数か らなるパス ･ダイアグラ

ムである｡そこでは理論上,貿易依存 (独立変

数) と対外行動 (従属変数) とを連結する経路

は四つ考え られるが,実は,我 々が実際の分析

に用いたいと考えるパス ･ダイアグラムには貿

易依存 と対外行動 とを直接結ぶ経路は排除され

ている25)(図2を参照)｡その理由は,両者の関

係は二変数関係 としてみるよりも,政策価値 と

図 2 パス･ダイアグラム(Ⅹ1-Ⅹ4を除いたもの)

非軍事 的政策価値

＼
/Ⅹ3回
x4[亘車重司

Analysis:ADataSchemeandDeckforLTni-

variateandBivariateAnalysis,1975.を参照0

25) パス･アナリシス (PathAnalysis)について若干

の説明を加えよう｡この手法は因果分析の一種であ

るが,一般に,社会科学において厳密な因果関係は

立証しうるかと問えば,その答は否といわざるを得

ない｡我々が用いるパス･アナリシス も,1)一次

結合,2)加法,3)変数間の相互作用を認めない遂

次型,といった制約を持っている｡

我 の々用いるパス･アナリシスの基本は回帰分析

にある｡そこでは,変数間の関連 (すなわちパス･

ダイアグラムに設定されている変数間関係における

因果の度合)は標準化偏回帰係数(これをパス係数と

呼ぶ)によって測定される｡またさらに,変数間の

パス係数をもとに直接効果,間接効果,複合パスな

どを求めることができる｡以下,我 の々モデルに即

して,その構造方程式を示す｡ただしPijはパス係

数,P2u,P3V,P4Wは Ⅹ2,Ⅹ3,Ⅹ4に対する残査パス

係数で,我 の々モデル以外の不特定変数からの影

響の総体を意味する (各残査パス係数は JT=盲石,

/ll R23.12,/i-R24.23で求めることができるが,

ここでは特に明示しないことにする)｡

我々の分析手続きに関連して特に留意すべきこと

は,サブセット間の同種パス (たとえば36ヶ国･前

複合パス1 (Ⅹ1-Ⅹ2-Ⅹ4):P21P42

〝 2 くⅩ1-Ⅹ3-Ⅹ4):P31P43

" 3 (Ⅹ1-Ⅹ2-Ⅹ3-Ⅹ4):

P21P32P43

期と後期における P21)の係数の値は必ずしも厳密

な比較にはなじまないということである｡そのこと

は我々が用いる係数が標準化されていることから理

解できる｡パス･アナリシスには標準化されていな

い係数を用いる場合もあるが,本稿ではおのおのの

加

R
W-

恒

1
1

i

>

∴,1..
.

惹

Rv

X2-p21Ⅹ1+p2"R"
Xa-p31Ⅹ1+p32Ⅹ2+pavRv

X4-p42Ⅹ3+p43Ⅹ3+p4-〟R.〟
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共同志向という二つの変数を媒介させることの

方が,分析枠組みとしてより洗練されていると

いう前提と,筆者の主たる関心は媒介型の因果

経路の分析にある,ということによる｡これは

いわば く媒介モデル優位)の仮説であるが,こ

れを検討することが,ここでいうモデル特定化

ということである｡以下,まずこの総論的議論

か ら分析を始めよう｡

くモデルの特定化)

第-の分析作業は我々の く媒介モデル〉がど

れぽど有用なものであるかの検討である｡まず

最初に全体 (36ヶ国)･全期間 (59-68年)につ

いて検討したのち,前期 (59-63年)と後期 (64

-68年)についてもそれぞれ検討を加えよう｡

我々が用いるパス ･アナリシスはこのような

関心に対 して,きわめて有効な手段を提供 して

くれる｡つまり,貿易依存と対外行動との関連

は我々のパス ･ダイアグラムのうちの唯一の直

接パスであることか ら,これを含めたパス ･ダ

イアグラムにもとづき算出された直接パスの係

数を検討すればよいことになる｡いうまでもな

く,理論的にはその値は0であることが期待さ

れるわけであるが,実際には基準をゆるめて,

パス係数 .20を仮説検証の基準として用いるこ

サブセットにおける因果連関に即して議論を展開す

ることを主眼としているため (つまり,各サブセ

ットについて,そこでの因果経路が我 の々仮説と合

致しているか否か),標準化された係数が用いられ

ている｡パス･アナリシスについては以下の文献を

参照のこと｡安田三郎･海野道郎著 『社会統計学』

1977年,240-247頁｡中谷和夫著 『多変量解析』

1978年,137-142頁｡ Herbertち.Asher,Cα〟∫αJ

Modeling,1976;HerbertB.AsherandDonald

S,VanMeter,DeterminantsofPublicWelfare

Policies:A CausalApproach,1973;H.M.

Blalock,Jr.ed.,CausalModelsintheSocial

Science5,1971,PartII;KerlnethC.Land,"Prin-

ciplesofPathAnalysis,"andDavidR.Heise,

"ProblemsinPathAnalysisandCausallnferen-

ce,"inSociologicalMethodolog3J,1969,3-37,38-

73.

表1 モデル特定化(Ⅹ1-Ⅹ4のパス係数)

注)*印はノヾス係数が.20以下のものとにす

る26㌔さて,その計算結果 (表 1)であるが,全

体(36ヶ国)･全期間 (59年-68年) に つ い

て は-.066,全体 ･前期については .018,全

体 ･後期については -.044である｡以上三つのパ

ス係数はきわめて小さく, したがって各パス ･ダイア

グラムについての貿易依存-対外行動の直接的因果連

関は無視 しても差 しつかえない｡このことか ら,モデルの

特定化についての我々の26) この種の基準設定に厳

密な手続きは存在しない｡一般に,パス･アナリシ

スには存在するパスをすべてとりあげて論議する方法もあれば,すべて

のパスを一定の基準 (たとえば偏回帰係数が標準誤差の

2倍以上)にあうパスのみをとりあげ,説明力の強い



立場はひとまず支持されたことになる｡

さてつぎに,視点を国家の属性 (規模 ･政治

体制 ･経済発展)に移して,全期間および前 ･

後期にわけて検討を加えよう｡その計算結果も

表 1のとおりであるが,さきと用様,パス係数

.20を基準としてみれば,次のことがあきらか

となるQまず,全期間 (59168年)についてで

あるが,六つのサブセットのうち.20以下のも

の,つまり特定化が支持されるのは,開放体制,

閉鎖体制,発展途上国,小規模国の四つである｡

一方, 残る二つのサブセット, つまり先進国

(-.241)と大規模国 (.269)はパス係数 .20以

上であり,我々の仮説と合致しない｡

さてつぎに前 ･後期についてみた結果 (同じ

く表 1を参照)であるが,六つの国家属性×2

期間,つまり 12のサブセットのうち, 仮説に

合致するのは以下の八つ, つまり開放体制前/

後期,閉鎖体制 ･後期,先進国 ･前期,発展途

上国 ･前/後期,小規模国 ･前/後期である｡ま

た,仮説に合致 しないモデルは閉鎖体制 ･前期,

先進国 ･後期,大規模国 ･前/後期である｡

以下の全分析結果から,計21のサブセットの

うち,我々のモデル特定化仮説が妥当するのは

15であり,残る六つは妥当しないことがわかっ

た｡仮説支持の割合は七割を越えるが, しかし,

すべてのサブセットについて我々のモデル特定

化は支持されるであろうとの期待は満たされな

かった｡このような結果は,我々に,モデル特

定化仮説を全面的に棄却するか,それとも以上

の結果を念頭におきつつ,実際の分析作業にお

いては我々の く媒介モデル)を維持するかの選

択をせまる｡つまりそこには,明らかにモデル

の理論構成と実証結果とのあいだに部分的なミ

ゾがあるわけである｡いうまでもなく,当該パ

スを含んだパス ･ダイアグラムを用いて分析を

続けることは技術的にきわめて容易なことであ

る｡ しかし本稿では,以下に述べる理由から,

(媒介モデル)を維持することにした｡その第

-の理由は,合計21のサブセットのうちの15は

特定化を支持しており,その割合がかなり高い

ことである｡算二は,我々のサブセットのなか

21

で最も幅広い視角を持つサブセット (全体 ･全

期間)およびそれにつぐ二つのサブセット (全

体 ･前期および後期)については仮説がきわめ

て強く支持されていることから,我々の一連の

実証分析を誘導する枠組みとして用いることに

さほど問題はないと判断したからである｡第三

は,仮説に合致しない六つのサブセットのパス

係数を仔細にみれば, 最大が.387であり, そ

れ自体,必ずしもずば抜けて大きな係数値とは

いえないと判断したからである｡そして第四の

理由は,あくまでも分析者の理論的関心という

ことである｡つまり分析者の関心は,単なる二

変数間の関係にあるのではなく,二つの媒介変

数を用いてのより複雑な因果経路,つまり複合

パスの分析にあるということである｡もちろん

21の全サブセットについての数値結果が仮に分

析者の理論的関心にすべて合致しない場合には,

実証の結果それ自体が分析者に理論仮説の変更

を強いることになろう｡しかし第--第三の理

由は,我々の理論的関心を完全とはいえないま

でもかなりの程度支持するものと考えられる｡

そして以上の理由に加えて,分析者の理論構成

を検証するという第四の理由に特別の意味を賦

与しつつ, 一連の実証分析には Ⅹ1-Ⅹ4 のパ

スを持たない修正パ ス ･ダイアグラム(図2)

を用いることとした｡

(媒介因果経路の分析)

本節では,我々の理論構成の核心,つまり三

つの媒介因果経路のうちで最も大きな影響を従

属変数に及ぼすのは貿易依存-非軍事的政策価

値-共同志向-協調行動である,という点につ

いて検討を加えよう｡パス ･アナリシスはこの

ような分析についてもきわめて有効な手続きを

提供 してくれる｡パス ･アナリシスでは,これ

らの三つの媒介的因果の流れは複合パスと呼ば

れ,その値が大きいほど,従属変数に及ぼす影

響,つまり因果性は強いものとされる｡我々の

仮説は,すでに述べたように3つの複合パスの

うち,Ⅹ1･-Ⅹ 2-Ⅹ3-Ⅹ 4 が他の2つの複合パス

よりも大きいということである｡ (なお, 残る

二つの複合パスつまり Ⅹ1-Ⅹ2-Ⅹ 4 と Ⅹl-Ⅹ3
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図3 全体(36ヶ国)･全期間サブセットの複合パス

Ⅹ4R2-.696Ⅹ3

複合パス1:.478×.311-.14
8〟 2∴080X.594

=.047〝 3:.478×.6

24×.594-.177注)全サブセット
についてのパス係数は図4 に 一括図示さ

れている-Ⅹ4のどちらが大きいかは,あく

までもオープン･クエッションとしておきたい｡その理

由は,仮説設定の理由を分析者は明確に提示し

えないからであり,この点については仮説の検

討というこ

とではなく,分析結果にもとづ く知見の提示と

いう形がとられる｡)まずはじめに,分析の

手続きを説明するために全体 ･全期間サブセットに

ついて考えてみよう｡これについての結果は図

3のとおりである(全サブセットの,%栗は図

4に一括図示されている)｡以上の結果からⅩ1-Ⅹ2-Ⅹ3-Ⅹ4という

複合パス3が一番大きい因果性を持っているこ

とがわかるOこれはいうまでもなく我々の仮説

に合致する結果である｡また,一つのシステム

としてのこのモデルの説明力は重相関係数の二

莱 (R2)でみることがで きるが,その比率は 69

.6%で,かなり高いことがわかる｡そこで論

を一歩進めて,国家属性につき,各モデルの説

明力を比較検討しよう｡その結果は,最高85.3

潔 (閉鎖体制国), 最低は45,6% (開

放体制国)であるが,開放体制国のこの低い説

明力はむしろ例外的であって,残る四つのモデ

ルの説明力は70%以上を越えている(表 2参照)

｡ このことからまず我々は,1959-68

年という時期でみるかぎり,政治体制とい
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図 4 仝サブセ ットのパス係数およびR2

全 体

開放体制

Ⅹ3 .761Ⅹ4R

2-.63
2.816 閉鎖体制 .853

.X4
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表3 複合パスおよびR2 (前期･後期)

も相対的に大きくなるという仮説,つまり前期

よりも後期において我々のモデルはその相対的有効性を高

める,という仮説が検討の対象とされる｡いうまでもなく

,そこでは,国際政治の構造変容にどの属性が最も敏感

であったかが問われている｡まずはじめに

, 36ヶ国を対象とする二つのサブセット (全

体 ･前期および後期)について検討しよう｡そ

の結果は表3のとおりであるが,まずモデル自体の

説明力の比較から始めよう｡そこでは前期が.

542,後期のそれが.711で,モデルの説

明力は約17%後期に増大している｡この結果

は一つのシステムとしての我々のモデルは緊張緩和の

時代に,より適合的であることを強く示唆して

いるOさてつぎに,より特定化された視野

,つまり複合パスの比較に移ろう｡その結果も

明らかに我々の仮説を裏づけている｡Ⅹ1-Ⅹ 2-Ⅹ 3-Ⅹ 4 の複合パスは前

期では一番弱い影響力しか持っていないのに対

し,後期にはそれが最も強くなっていることが

わかる｡以上の結果は,我々の仮説の有効性

がまず巨視的なレベルで支持されたことを意味する

が,つぎに視点を国家の属性にむけ,より微視的な分析を試みよ

う (これについても表3を参照)0まずモデ

ルの説明力についてみてみよう｡もし我々の仮説が正しいならば,前期よりも後期 の方が説明

力



における因果経路については他の属性とはかな

りの違いがあることを示している｡

つぎに,残る属性について検討しようOまず

モデルの説明力ということからみると規模,政

治体制属性ともかなりの増加を示していること

がわかる｡つぎに,復合パスに目を転じると,

我々の仮説に合致するのは開放体制国,閉鎖体

制国,大規模国の三つであることがわかる (小

規模国はマイナスの倍をとっているので我々の

仮説に合致しない)｡ また, 以上三つのうち,

我々の仮説がとくにあてはまるのは閉鎖体制国

であることがわかる (複合パス3と他の2つの

複合パスとの比率をみればよい)｡ また複合パ

ス1と2については,とくに明瞭なパターンを

兄い出すことはできない｡

以上で我々の実証分析はひとまず終了したが,

そこでの主たる知見を要約しておこう｡

(1)本稿で提示された ｢貿易依存 ･対外行動モ

デル｣の特定化問題 (媒介モデル優位の仮

説)は,完全とまではいかないがかなりの

程度の有効性を備えている (21サブセット

のうち,15のサブセットに適合)0

(2)三つの複合パスのうちで,貿易依存-非軍

事的政策価値-共同志向-協調行動という

経路が最も大きい因果性を持つという我々

の仮説は,以下のサブセットにあてはまる｡

まず全期間 (59-68年)についての七つの

サブセットのなかでは,①全体 (36ヶ国),

⑧閉鎖体制国,③発展途上国,④大規模国,

の四つである｡また,そのなかでもとりわ

け適合度の高いサブセットとしては①閉鎖

体制国,①発展途上国,をあげることがで

きる｡

(3)つぎに,時期区分された14のサブセットに

ついては,①全体 ･後期,⑧開放体制国 ･

後期,③閉鎖体制国 ･後期,④発展途上国

･前期,⑤同 ･後期,⑥大規模国 ･後期,

の六つのサブセットをあげることができる｡

(4)緊張緩和が一層の進展をみた後期 (64-68

年)に我々の ｢貿易依存 ･対外行動モデル｣

はその説明力を高める,という仮説は以下
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の四つの場合にあてはまる｡①仝胤 ①開

放体制国,⑨閉鎖体制国,④大規模凱 以

上の知見のうち,体制属性がともに妥当し

たということは59-68年という時期のイデ

オロギー性の反映と考えられる｡また特に

顕著なサブセットとしては閉鎖体制国があ

げられるが,このことは,開放体制諸国よ

りも閉鎖体制諸国の側が,国際政治の構造

変容により敏感であったことを示唆してい

る｡

(5)発展途上国サブセットは時期区分の如何を

とわず (つまり国際政治構造の変容という

ことにかかわりなく), 我々のモデルが適

合を示す唯一の事例である｡このことは,

発展途上国の対外行動が ｢冷戦から緊張渡

和へ｣という軸から最もはなれたところで

経済的相互依存の影響を強く受けてきたこ

とを示唆している｡

(6)小規模国サブセットは全期間および時期区

分の相方において我々の複合パス仮説が妥

当しない唯一のサブセットである｡このこ

とは小規模国の対外行動システムがきわき

て特異なものであったことを示唆している｡

結 語

本稿における ｢貿易依存 ･対外行動モデル｣

は,さきに要約したように幾つかの知見を我々

に提供してくれた｡とりわけ,最も広い視野を

持つ36ヶ国についての分析結果が,全期間,前

･後期の如何を問わず我々の媒介仮説に合致し

たことは,我々の理論構成が少なくとも基本的

には支持されたものとして特筆に値しよう｡ま

た,国家属性に着目した一連の分析では,我々

のモデルの説明力が国家属性よってかなり変異

することが兄い出された｡このことほとりもな

おきず,我々の国家属性論に関する設問がその

基本において有効であったことをしめしている｡

また,そこでの具体的な知見,とりわけ1959-

68年の期間においては,我々のモデルは開放体

制国よりも閉鎖体制国,先進国よりも発展途上

国,/｣＼規模国よりも大規模国に適合するという
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知見は,今後,国家属性と相互依存との関連を

考える際の研究指針となろう｡またこれに加え

て,時期区分の導入によって,きわめて限定的

ではあれ国際政治の構造変容という視野を分析

に加味することができたことも意味あることと

考える｡その際の具体的な知見,たとえば,戟

々の国際構造変容仮説は,全体,開放体制属性,

閉鎖体制属性,大規模属性の四つの場合にみら

れるが,そのなかでも閉鎖体制属性にとりわけ

原著であったという知見は,今後の議論にいま

一つの指針を提供するものと思われる｡また,

発展途上国や先進国のサブセットにみられた変

異のパターンは,それ自体,きわめて興味ある

反証事例であり,今後,モデルを修正してゆく

際の具体的な検討課題を我々に提供してくれて

いる｡

このように,我々の行なってきた一連の分析

は,従来,ともすれば総論的議論ないしは断片

的知見の提示にとどまりがちであった貿易依存

と対外行動の関連について,なにがしかの貢献

をなしえたといえよう｡ しかしながら,筆者の

目指すところは,モデルに対する支持如何とい

ったものにとどまるのではない｡つまるところ,

作業モデルとしてのそれが,今後,より洗練さ

れた実証分析との相互作用のなかで発展を遂げ,

現実世界をより適確に説明し,さらには将来を

も予測 しうる,より高度な理論を提示すること

にあるのはいうまでもないOこの目標にくらべ

れば,本稿における理論構成,操作性,知見さ

らには分析手法やデータ･セットの質にいたる

まで,まことにったないものとの感を逃れえな

い｡また本稿のなしえたものが,実証的知見の

提示にとどまり,それぞれの知見をうみ出した

理由についての積極的な説明がほとんどなされ

なかったことも悔やまれる｡いうまでもなく,

分析モデルの提示とその操作化,分析,理論構

成の修正 ･発展という研究営為における一連の

過程は,常に,より精撤な理論づけを我々に要

請する｡しかるに本稿ではもっぱら実証的知見

の提示に意が注がれるにとどまったわけである

が,今後,それらは当然,国家の属性,国際政

治の構造とその政治過程の特質といった観点か

らの理論的位置づけが与えられなければならな

い｡この種の作業がつぎに問われる具体的な課

題であることをいま一度確認して,以下,本研

究のかかえる幾つかの問題点を指摘し,今後の

研究発展-の指針としたい｡

さて,まず第一に指摘すべきは ｢貿易依存 ･

対外行動モデル｣の深化についてであるが,そ

れにはモデルにあらたな変数を加えることと,

指標の精撤化という二面があろう｡変数の退化

についてはたとえば,国家属性変数をパス･ダ

イアグラムの外生変数にすることも可能である｡

いうまでもなくその場合には,貿易依存度は媒

介変数となるが,貿易依存度を規定する要因と

しては我々が利用した三つの属性以外にもいろ

いろな変数がありえる｡また,国家の対応メカ

ニズムをモデルに加えることも必要である｡な

ぜなら,対応能力の如何によって当該国の対外

政策システム (問題解決のための手段,目標,

行動様式など)は大きく左右されるからである｡

モデルの深化はまた,協調度以外の対外行動

次元を導入することをとおしても可能である｡

協調次元はきわめて基礎的なものであるが,こ

れ以外にもコミットメントの次元など,多様な

ものがありえる27㌔ さらに一歩進んで,アウ ト

プットされた当該国の行動が他の国際主体によ

ってどのように受容,評価されたか,そしてそ

れはどのようなインパクトを国際環境なり当該

国の政策決定におよぽすかといったフィードバ

ックや,国際システムからの構造的刺激に関す

る変数も考慮されてよい｡

このような分析枠組みの質的向上とともに,

それを操作化する際の指標の質的向上も必要不

可欠である｡例を貿易依存度にもとめるとして,

輸出入総額の対 GNP比率という本稿の指標は,

きわめて大雑把なものにすぎない｡たとえば相

互依存における感受性,脆弱性を,より厳密に

操作化し,実証分析に供する努力は必要不可欠

27)CREONデータ･セットに含まれている一連の行

動変数については以下を参照｡East,Salmore,Her-

mann,op.cit.,36144.



である｡本稿では,対 GNP比率が両者を合意

するものと立言されてはいるものの,そのこと

自体きわめてナイーヴな理論構成の域を出るも

のではない｡

指標の質的向上はまた,我々が用いた政策価

値変数についても要請される｡軍事的 ･非軍事

的という二分法はきわめて単純なものであって,

たとえば既存の CREON データの五つのカテ

ゴリーを利用することによっても,より精赦な

議論は可能であろう｡そのためには,より強固

な理論構成を用意 しなければならないが,その

こと自体大きな知的挑戦であることはいうまで

もない｡

第二に,分析手法についても残された課題は

多い｡我々の用いたパス ･アナリスは変数間の

相互作用を認めない遂次型のものであったが,

我々のモデルに限らず,現実の因果連関は遂次

型とは限られないはずである♂たとえば,共同

志向と協調行動との関連は相互補強の関係にあ

る,ということは十分考えられる｡より精赦な

議論のためには変数間の相互作用をも考慮 した

分析手法が導入されてしかるべきであろう｡

第三は分析対象の時期が限定されていること

に関連する｡1959-68年という時期に関する知

見は,その前の時期なり後の時期との体系的な

比較検討をとおしてはじめて,その説得力を強

めることができる｡見逃 してならないのは,国

際政治場裡における相互依存の性格はそこでの

構造の反映であるとともに,あらたな構造を創

出せ しめる契機ともなる点である｡それは換言

すれば,なにをさしおいても,より広範な時系

列的枠組みのもとでの相互依存の位相確定作業

が我々に要請されているということである｡

かつてケネス ･ウォルツは ｢国家間の相互依

存という神話｣ と題する論文のなかで,｢国家

間の相互依存度慶が高まれば平和への機会も増

大するといった誤った結論｣を批判して,つぎ

のように述べている｡
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｢相互依存関係にある諸国がその相互依存関

係についての規制手段をもたない場合には,

結果的に国家間の紛争をひき起 し,時には戦

争にいたることもある｡ したがって,国家間

の関係のように効果的な規制手段が困難な場

合には,かえって相互依存度を滅ずることが

望ましいとの見方も成立するであろう｡｣28)

このウォルツの警鐘に思いをいたすとき,我々

はそこに1930年代のいわゆる通商戦争,近隣窮

乏化政策の時代はいわずもがな,1970年代,と

りわけ石油危機以降の時期にも一脈あい通ずる

ものを兄い出すことであろう29)｡では,我々が

とり扱かった1959-68年という時期は一体どの

ようなものであったのか｡本研究が,従来の国

際経済学的説明になにがしかの政治学的説明を

加味しえたとすれば,その目的はひとまず満た

されたとしなければならない｡

28) ウォルツ,前掲論文,209-210頁｡

29) もとより安易な比較は供しまねならばならない｡

川田侃に従えば,70年代が20年代のように破局の道

にいたらないのは ｢30年代と比べて,主要工業諸国

の企業や銀行などの私的な経済主体がおそろしく強

大となり,それらの形成する市場の組織化が国際的

規模で高度化していること,さらに主要工業諸国間

の経済的な利害調整の過程を集約的に担おうとする

政府の役割が増大していることなど｣がその理由と

してあげられる｡川田,前掲論文, 2頁｡またさら

に,現在の国際政治には30年代とは比較にならない

数の行為主体が登場していることも指摘されなけれ

ばならないであろう〔参照,日本国際政治学会編『非

国家的行為体と国際関係』(1978年)の馬場伸也によ

る｢序論｣｡〕この文脈に従えば,我 が々とりあげた時

期は,70年代にいたって噴出する諸問題がいまだ体

系的に十分論議されていなかった時期であったとい

えよう｡とまれ,ここでは,欧州経済共同体 (EEC)

の発足が1958年,第-回国連貿易開発会議 (UNCT

AD)の開催が1964年,そして国連の ｢新国際経済

秩序(NIEO)樹立宣言･行動計画｣の採択が1974年

であったということだけを特に指摘し,これら三つ

のイヴェントが象徴する国際政治の構造変容,政沿

過程における行為主体の多元化,そして政治過程に

おける行動ルールの変質にこそ,より精赦な関心を

むける必要があることをあらためて述べておきたい｡
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〔附表〕 国別イヴェント数('59-'68)/外生 ･内生変数('59-'68)/国家類型

国 名

ス

ネ

ル

ア

カ

キ

メ

コ

ベ

チ

ウ

ベ

フ

‖
ノ

メ

チ

ク

ズ

グ ア

ル ギ ー

ラ ン ス

ス イ ス

ス ペ イ ン

西 ド イ ツ

東 ド イ ツ

ポ ー ラ ン ド

チ ェ コス ログァキア

イ タ リ ア

ユ ー ゴス ラ グ ィ ア

ソ 連

ノ ル ウ ェ イ

ア イ ス ラ ン ド

アイヴォリーコースト

ギ ア

ガ ナ

ウ ガ ン ダ

チ ュ ニ ジ ア

ト ル コ

アラブ連合(エジプ ト)

レ ノヾ ノ ン

イ ス ラ エ ル

中 国

日 本

イ ン ド

タ イ

フ ィ リ ピ ン

ニ ュ ー ジー ラン ド

1y詣 層 農依

(計)12,536

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

親放体 閉鎖体

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

注)※イヴェント数は全期間('59ノ68)のもの

※貿易依存度 ･非軍事的価値 ･共同志向 ･協調行動の指標については全期間平均('59-'68)のみ記載
〔データ ･ソース〕

※イヴェント数 ･非軍事的価値 ･共同志向 ･協調行動/ComparativeResearchontheEvents0fNations
(6版,1977年)

※貿易依存度/ArthurBanks,Cross･NationalTimeSeries:1815-1973.

･X･国家類型(×印は該当カテゴリー)/注24)を参照｡分類基準は528米 ドル (GNP/capita),26,737,000人
(人口),438.36(報道の自由尺度)0




